天理市集団資源回収助成金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、各家庭から排出される資源ごみ（古紙及び布類。以下「資源」という。）を自主的に回収する団体及びその資源を回収する業者に対し助成金を交付することにより、ごみの減量化、資源再利用、環境美化及び廃棄物処理行政に対する市民の意識の向上を図ることを目的として、予算の範囲内において助成金を交付するものとし、その交付に関しては、天理市補助金等交付規則（平成１５年天理市規則第３号。以下「規則」という。）に定めるほか、この要綱の定めるところによる。
（交付対象となる団体及び業者）

第２条　助成金は、資源の集団回収を自主的に行う団体及び当該団体が回収した資源を回収する業者で天理市内に住所を有するものに対し交付するものとする。
（団体の登録）
第３条　前条に規定する団体で助成金の交付を受けようとするものは、あらかじめ天理市集団資源回収団体登録申請書（第１号様式）を市長に提出し、登録を受けなければならない。
２　市長は、前項の申請を受理したときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、天理市集団資源回収団体登録名簿に登録するとともに、その旨を当該申請者に通知するものとする。
（業者の登録）
第４条　第２条に規定する業者で助成金の交付を受けようとするものは、天理市集団資源回収業者登録申請書（第２号様式）に次に掲げる書類を添付して、市長に登録の申請をしなければならない。
　（１) 当該業を営んでいる旨を証する書面
（２） 納税証明書（申請書提出時前の1年間において納税義務が生じた法人市民税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書をいう。個人にあっては、申請書提出時前の1年間において納税義務の生じた市民税又は所得税並びに消費税及び地方消費税の納付証明書をいう。）
（３）国民健康保険又は健康保険の保険料納付済証明書

（４）その他市長が必要と認める書類
２　申請書の提出期間は、毎年２月１日から２月14日までとする。ただし、市長が特別に必要と認めるときは、提出期間経過後においても申請を受理することができる。
３　市長は、前項の申請を受理したときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、天理市集団資源回収業者登録名簿に登録するとともに、その旨を当該申請者に通知するものとする。
４　登録の有効期間は、前項の規定による登録を受けた年の４月１日から翌年の３月末日までとする。
（交付対象品目）
第５条　助成金の交付の対象となる資源の品目は、次に掲げるものとする。
(1) 新聞紙
(2) 雑誌類（雑紙を含む。）
(3) ダンボール

(4) 古布

（助成金の額）
第６条　第３条の規定により登録を受けた団体（以下「登録団体」という。）及び第４条の規定により登録を受けた業者（以下「登録業者」という。）に交付する助成金の額は、次に掲げる単価に回収した資源のキログラム数を乗じたものとする。
（１）登録団体　集団回収した資源の重量１キログラムにつき４円
（２）登録業者　市長と業者との協議により取り決めた額

２　前項の助成金の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。
（助成金の交付申請、交付請求及び実績報告）
第7条 助成金の交付を受けようとする登録団体又は登録業者は、天理市集団

資源回収助成金交付申請書（第３号様式）に天理市集団資源回収助成金仕切伝票（第４号様式）を添えて市長に提出しなければならない。また、登録業者は、天理市集団資源回収助成金実績報告書（第５号様式）を添付しなければならない。
２　市長は、前項の申請書を受理したときは、直ちにその内容を審査し、当該申請を適当と認めたときは、助成金の交付を決定するとともに、当該登録団体又は登録業者の代表者に対して天理市集団資源回収助成金交付決定通知書（第６号様式）を交付する。
３　前項の規定により交付決定を受けた登録団体又は登録業者の代表者は、天理市集団資源回収助成金交付請求書（第７号様式）を市長に提出しなければならない。
４　第１項の申請書及び前項の請求書の提出期限は、次の表に掲げる日とする。ただし、その期日が土曜日若しくは日曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下これらを「休日等」という。）に当たるときは、その日前において最も近い休日等でない日を提出期限とする。

区　　　　　分　　　　　　  交付申請書   交付請求書
前期分（３月1日から8月末日まで）　　9月10日　　9月30日

後期分（９月1日から2月末日まで）　　3月10日　　3月31日

（登録団体の義務）
第8条　登録団体は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。
（１）資源の集団回収活動を中止したとき。
（２）登録団体の名称又は代表者を変更したとき。
（３）回収を依頼する業者を変更したとき。
（登録業者の義務）
第9条　登録業者は、登録団体の資源の集団回収活動が円滑に行われるよう誠意をもって協力しなければならない。
２　登録業者は、天理市との協定に基づき資源を回収するとともに回収した資源の再資源化に努めなければならない。

３　登録業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。
(1) 廃業したとき。
(2) 名称、住所又は代表者の氏名等に変更があったとき。
（助成金の返還等）
第10条　市長は、偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けた登録団体又は登録業者に対し、既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を命じ、又は登録を抹消することができる。
（登録業者名の公表等）
第11条　市長は、この要綱に基づく事業の円滑な推進を図るため、登録業者名の公表等を行うものとする。
（その他）
第12条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、その都度市長が定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成27年９月1日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行の日の前日までに既に交付申請がなされている助成金に係る交付手続については、なお従前の例による。

